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施設・事業所における虐待防止体制の整備の徹底について（通知） 

 
 
平素から東京都の障害者福祉施策の推進に御協力いただき、ありがとうございます。 
都においては、施設・事業所に対し、利用者の人権擁護、虐待防止に取り組むようお願い

してきたところでありますが、昨年度も、常勤職員・非常勤職員問わず、支援員による利用

者の行動を制止するために過度な有形力を行使した身体的虐待、支援員の乱暴な言葉かけに

よる心理的虐待、支援員による利用者からの預り金の着服といった経済的虐待等の事案が発

生しております。 
利用者に対する虐待及び不適切な支援は、利用者の身体及び人格を傷つける行為であると

ともに、都における障害者（児）施設や居宅介護等の障害福祉サービス及びこれらを運営す

る法人に対する社会的信用を大きく損なうものであり、誠に遺憾であります。 
都においては、障害者虐待について、個々の案件に応じて区市町村と連携して対応すると

ともに、障害者虐待防止・権利擁護研修を実施する等、障害者虐待防止に向けた取組を行っ

ているところです。 
障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく運営基準及び障害者虐待防止法では、各施設・

事業所の責務として、虐待防止等のための措置を講じることとされていると同時に、身体拘

束の適正化の推進が義務付けられています（下記６参照）。 
各施設・事業所におかれましては、日頃より、利用者の人権擁護、虐待防止に取り組まれ

ていることと存じますが、下記のとおり改めて確認、徹底していただきますようよろしくお

願いいたします。 
また、下記事項は、施設及び事業所が虐待防止体制を整備するに当たり、特に留意してい

ただきたい事項をまとめたものです。上記取組の実施にあたっては十分参考にしていただき

ますよう併せてお願いいたします。 
 

記 
 
 
１ 利用者の人権擁護・虐待防止のための体制について 
⑴ 運営規程への定めと全職種の職員への周知 
⑵ 虐待防止委員会（年１回以上）、虐待防止の担当者を設置する等の体制整備 



 

 
 
 
 

 
     

 

 
⑶ 倫理綱領・行動指針等の制定、虐待防止のための指針・虐待防止マニュアルの作成、

及び虐待防止啓発掲示物や相談・通報・届出先掲示物等の周知徹底 など 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 人権意識、知識や技術向上のための研修の実施について 
⑴ 全職種の職員を対象にした虐待防止や人権意識を高めるための研修 
⑵ 障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得するための研修 
⑶ 事例検討 
 ※ 虐待防止のための研修は、年１回以上（新規採用時には必ず）実施すること。 

※ 研修対象者については、常勤・非常勤に関わらず、また、福祉職の職員に限らず事

務員・調理員・運転手等、全職種の職員について、受講させること。 
※ 職場内研修のみならず、職場外研修の充実化も図ること。 

 
３ 虐待を防止するための取組について 
⑴ 管理者による日常的な支援場面の把握、風通しの良い職場づくり 
⑵ 非常勤職員を含めた全職種の職員に対する虐待防止マニュアルの周知徹底 
⑶ 全職種の職員に対する、定期的な虐待防止チェックリストの実施とその活用 

 
４ 通報義務について 

障害者虐待（疑いを含む。）については、障害者虐待防止法に基づき区市町村（実施機

関）へ通報する義務がありますので、必ず区市町村に通報した上で行政と連携して対応し

てください。 
  障害者虐待防止法では、施設や事業所の中で障害者虐待の疑いのある事案が起きたとき

には「通報義務」があり「通報しない」選択肢はありません。区市町村虐待防止センター

に通報し、区市町村、都道府県の事実確認を受けることが必要です。 

◇虐待防止委員会の役割（運営基準等解釈通知より） 

・虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・条件を確認・改善するための実

施計画づくり、指針の作成） 

・虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職場環境の確認等） 

・虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生じた場合、事案検証の上、再発

防止策を検討、実行） 

◇虐待防止のための指針に規定する項目例（運営基準等解釈通知より） 

 ・事業所における虐待防止に関する基本的な考え方 

 ・虐待防止委員会その他施設内の組織に関する事項 

 ・虐待防止のための職員研修に関する基本方針 

 ・施設内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針 

 ・虐待発生時の対応に関する基本方針 

 ・利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

 ・その他虐待防止の適正化の推進のために必要な基本方針 

 



 

 ※ 障害児入所施設に入所する児童への虐待については、児童福祉法に基づき、児童相談

所又は区市町村子供家庭支援センターに通告します。 
 ※ 児者一体で運営されている施設においては、児童福祉法に基づく給付を受けている場

合は児童福祉法（ただし、障害児通所支援にかかる給付費を受ける場合は障害者虐待防

止法）、障害者総合支援法に基づく給付を受けている場合は障害者虐待防止法の対象とな

ります。 
 ※ また、虐待等を発見した職員が、直接区市町村等へ通報する場合、通報した職員は通

報したことを理由に解雇その他不利益な取扱いを受けないこととされています。各施

設・事業所におかれましては、通報先や通報者の保護について日頃から職員に周知し、

障害者虐待防止法に対する理解を深めてください。 
 ※ 各施設・事業所におかれましては、区市町村へ通報後、事故報告書を作成いただき、

事故報告フォームより、各担当宛てに提出してください。 
 
５ 身体拘束の禁止について 
  障害者総合支援法に基づく運営基準では、サービス提供に当たり、利用者又は他の利用

者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を行ってはな

らないとされています。やむを得ず身体拘束等を行うときは所定の手続き（①組織による

決定と個別支援計画への記載、②本人・家族への十分な説明、③必要な事項の記録）を経

るよう御留意ください（詳細は「７ 参考資料」記載の手引き参照）。 
  なお、身体拘束の要件に該当しなくなった場合においては、速やかに解除することにつ

いても御留意願います。 
 
６ 運営基準の改正による取組の強化について 
  虐待防止の更なる推進と身体拘束の適正化の推進のため以下のとおり施設・事業所の取

組が令和４年度より義務化されるとともに、令和６年度報酬改定において、新たな減算規

定の創設及び減算額の増額など制度改正されておりますので、以上の取組とあわせ、運営

基準・解釈通知等も必ず御確認ください。 
⑴ 虐待防止について 
① 虐待防止委員会の定期的な開催と委員会での検討結果の従業者への周知徹底 
② 従業者への定期的な研修の実施 
③ 虐待の防止等のための担当者の設置 
※ 虐待防止に係る上記運営基準を満たしていない場合は、基本報酬が減算となります。 

⑵ 身体拘束の適正化について 
① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 
② 身体拘束等の適正化のための対策を検討するための委員会の定期的な開催と委員会 

での検討結果の従業者への周知徹底 
③ 身体拘束等の適正化のための指針の整備 
④ 従業者への定期的な研修の実施 
※ 身体拘束の適正化に係る上記運営基準を満たしていない場合は、基本報酬が減算とな

ります。 



 

 
７ 参考資料 

以下の厚生労働省ホームページのリンク先に掲載されている、障害者の虐待防止に係る

通知及び手引き等についても御確認願います。 
 
  厚生労働省ホームページリンク先 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/index.html 

 
<担当>東京都福祉局障害者施策推進部 
【障害者支援施設・生活介護・自立訓練】 
施設サービス支援課 障害者支援施設担当   
電話 03-5320-4156  メールアドレス S1140704@section.metro.tokyo.jp 

 
【福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設】 
施設サービス支援課 障害者支援施設担当（児童入所）    
電話 03-5320-4139  メールアドレス S1140704@section.metro.tokyo.jp 

 
【就労移行支援・就労継続支援A 型、B 型・就労定着支援・就労選択支援】 
 地域生活支援課 就労支援担当    
電話 03-5320-4158  メールアドレス S1140702@section.metro.tokyo.jp 

 
【共同生活援助（GH）・短期入所】 
 地域生活支援課 居住支援担当      
電話 03-5320-4151  メールアドレス S1140702@section.metro.tokyo.jp 

 
【居宅介護・行動援護・重度訪問介護・同行援護・自立生活援助・地域移行支援・ 
地域定着支援】 
地域生活支援課 在宅支援担当  
電話 03-5320-4325  メールアドレス S1140702@section.metro.tokyo.jp 

 
【児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・居宅訪問型児童発達支援】 
療育課 障害児通所支援担当    
電話 03-5320-4380  メールアドレス S1140707@section.metro.tokyo.jp 

 
【都立施設・民間移譲施設（旧都立施設）】 
施設サービス支援課 福祉施設運営担当 
電話 03-5320-4157  メールアドレス S1140704@section.metro.tokyo.jp 

 
【重症心身障害児（者）通所事業】 
 療育課 療育担当 
 電話 03-5320-4376  メールアドレス S1140707@section.metro.tokyo.jp 


